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～ ６月は環境月間。お客さまとともに３０年 イオンの環境保全活動 ～ 

イオンは、地球温暖化の防止に向けた取り組みとして、 

１,０００以上の施設で「イオン ライトダウンキャンペーン」を実施します 

 

 

イオンは、グループ企業が日本国内で運営する１,０００以上の商業施設※１にて、環境月間である

６月から当面の間、ＣＯ２削減を目的とした「イオン ライトダウンキャンペーン」を実施いたします。

また、イオン北海道株式会社（以下、イオン北海道）は、６月１日（水）から７月２９日（金）までの

平日、１９時以降※2に道内９２施設にて建屋看板、自立看板の屋外照明の一部を消灯する「ライトダウ

ン」を実施いたします。 

 

イオンは、地球温暖化の防止を目指し、様々な取り組みを進めております。イオン北海道においても、

太陽光発電導入による再生可能エネルギーの利用拡大や省エネ什器の積極導入などによるＣＯ２排出

削減に取り組んでおります。本取り組みは、イオンの商業施設の屋外看板を消灯することで消費電力を

抑え、地球温暖化に影響を及ぼしているＣＯ２排出量の削減を目指すものです。環境月間である６月か

ら開始することで、お客さまにも日常生活の中で、気候変動問題や地球環境保護に触れていただく機

会にしたいと考えています。 

 

イオンは、店舗や事業所運営におけるＣＯ２発生量の約９割が、空調、照明などの電力使用によって

発生していることから、店舗から排出するＣＯ２等を２０４０年までに総量でゼロにする目標に向け、

様々な取り組みを推進しています。屋外看板を日没から約４時間消灯することで、１店舗あたり６４kWh

程度の消費電力削減が見込まれ※3、例えば１，０００店舗で１日４時間の消灯を１０日間実施した場合、

約２８０t-CO2の削減※4となります。 

 

イオンは、本キャンペーンをＣＯ２排出量削減に資する重要な活動のひとつとして捉え、今後さらに

参加企業、実施店舗数、実施期間を拡大し、より大きな成果につなげ、お客さまとともに脱炭素社会の

実現に向けた様々な取り組みを推進してまいります。 

 

記 

 

１．取り組み名称    「イオン ライトダウンキャンペーン」 
 

２．実施場所※１      グループ １,０００以上の商業施設 

※道内の「イオン」「イオンスーパーセンター」「マックスバリュ」 
「ザ・ビッグ」９２施設を含む 

 

３．実施期間※１     ６月１日（水）から随時 
※イオン北海道は６月１日（水）～７月２９日（金）の間の平日 

１９時から翌日の開店※2まで 

 

４．実施内容      屋上看板や店舗看板などの屋外照明を消灯 ※防犯上の理由などで消灯できない施設や場所を除く 

 

※１：実施施設選定や期間、消灯時間は各企業で異なります。防犯上の理由などで消灯が難しい施設では実施しない場合もあります。 

※２：２４時間営業の店舗は１９時から２３時まで、それ以外の店舗は翌日の開店まで消灯します。 

※３：グループ平均の概算です。詳細な削減量は店舗により異なります。 

※４：２０２０年度CO2排出係数 0.439kg/kWh（電気事業低炭素社会協議会 ２０２１年９月１０日発表資料より）を使用 

 

【本件に関するお問合せ先】 

イオン北海道株式会社 環境・社会貢献・広報・ＩＲ部     電話：０１１－８６５－９１１１ 

 

以 上 



ご 参 考  

■「イオン 脱炭素ビジョン」 

イオンは、日本国内の店舗で使用している年間約 70 億 kWh（2021 年度）のうち 50％を、2030 年までに
再⽣可能エネルギーに切り替える⽬標を定めています。この⽬標は、地球の平均気温上昇を産業⾰命前と⽐べ
1.5 度未満に抑える⽬標に向けた科学的根拠に基づいた⽬標であるとして、SBT（Science Based Targets）
イニシアティブの認定を受けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ イオンの「省エネ」「創エネ」事例 

 

 

 

 

 

ＣＯ２排出量の削減／エネルギー効率の向上 再生可能エネルギーの創出 

ＬＥＤ照明への切り替え 
日本国内の約 7,500 店舗で使用している基本照明やスポット
ライト、共有部分の照明などを、順次、LED 照明に変更してい
ます。また、最新の省エネ機器の導入や、各種設備データの収
集・解析を通じて、更なる省エネルギーを進めています。 

太陽光パネルの設置 
ショッピングモール、総合スーパーなどに積極的に太陽光パネルを
設置し、再⽣可能エネルギーの創出に努めています。2020 年
度までの導入店舗は累計 1,048 店舗、創電能⼒は約 7 万
1,100ｋＷとなりました。 


